
議

会

議

案

第

一
号

石
川

県
政
務

調

査

費

の

交

付
に

関
す

る
条
例
の

一
部
を

改

正
す

る

条

例

に

つ

い

て

石

川

県

政

務

調

査

費

の

交

付

に

関

す

る

条

例

（

平

成

十

三

年

石

川

県

条

例

第

二

十

二

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正
す

る

。

第

二

条

中

「

と

い

う

。
）
」
の
下

に

「

又

は
そ

の

所

属

議

員

」
を

加

え

る

。

第

三

条

第

一

項

中

「

月

額

三

十

万

円

に

各

会

派

の

所

属

議

員

の

数

を

乗

じ
て

得

た

額

」

を

「

議

員

一

人

当

た

り

月

額

三

十

万

円

」

に

改

め

、

同
条

第

二

項

を

次

の

よ

う

に

改

め

る

。

２

政

務

調

査

費

の

交

付

の

方

法

は

、

会

派

ご

と

に

、

次

の

各

号

に

掲

げ

る

方

法

の

い

ず

れ

か

に

よ

る

も

の
と

し

、

そ

の
交

付
額
は

、
当

該

各

号

の

区

分

に

応

じ

、

そ

れ

ぞ

れ

当

該

各

号

に

定
め

る

額

と

す

る

。

一

会

派

に

交

付

す

る

方

法

前

項

に

規

定

す

る

議

員

一

人

当

た

り

の

月

額

に

、

当

該

会

派

の

所

属

議

員

の

数

を

乗

じ
て

得

た
額

二

議

員
に

交

付
す

る

方

法

前
項
に

規
定
す
る

議

員

一

人

当

た

り

の

月

額

三

会

派

及

び

議

員

に

交

付

す

る

方

法

前

項

に

規

定
す

る

議

員

一

人

当

た

り

の

月

額

を

会

派

に

交

付
す

る

部

分

の

額

と

当

該

会

派

の

所

属

議

員

に

交

付

す

る

部

分

の

額

に

一

律

に

区

分

し

、

会

派

に

交

付
す

る
額

に

あ

っ

て

は

当

該

区

分

さ

れ

た

会

派

に

交

付

す

る

部

分

の

額

に

当

該

会

派

の

所

属

議

員

の

数

を

乗

じ
て

得

た

額

、

議

員

に

交

付

す

る

額

に

あ

っ
て

は

当

該

区

分
さ
れ

た
当

該

会
派

の

所

属
議

員

に

交

付
す

る
部

分
の
額

第

三

条

第

四

項

を

削

り

、

同

条

第

三

項

中

「

除

名

若

し

く

は

死

亡

」

を

「

死

亡

若

し

く

は

除

名

」

に

、
「

又

は

会

派

が

解

散

し

た

」

を

「

若

し

く

は

会

派

が

解

散

し

、

又

は

会

派

が

第

二

項

に

規

定

す

る

政

務

調

査

費

の

交

付

の

方

法

の

変

更

（

同

項

第

三

号

に

規

定
す

る

区

分

さ

れ

た

会

派

に

交

付
す

る

部

分

の

額

及

び

当

該

会

派

の

所

属

議

員

に

交

付
す

る

部

分

の

額

の

変

更

を

含

む

。
）

を

し

た

」

に

改

め

、

同

項

を

同

条

第

四

項

と

し

、

同

条

第

二

項

の

次

に

次

の

一

項

を

加

え

る

。



３

前

項

に

規

定
す

る

政

務

調

査

費

の

交

付

額

は

、

月

の

初

日

に

会

派

の

所

属

議

員
で

あ

る

者

を

基

準

と

し
て

算

定

す

る

。

こ

の

場

合

に

お

け

る

各

会

派

の

所

属

議

員

の

数

の

計

算

に

つ

い
て

は

、

同

一

議

員

に

つ

い
て

重

複

し

て

行

う

こ

と

が

で

き

な

い

。

第

四

条

第

一

項

中

「

、

代

表

者

及

び

政

務

調

査

費

経

理

責

任

者

を

定

め

」
を

削

り

、

同

項

中

第

三

号

を

削

り

、

第

四

号
を

第

三

号

と

し
、

第
五
号
を

第
四
号
と

し

、

同

項

に

次

の

三

号

を

加
え

る
。

五

前

条

第

二

項
に

規
定
す

る

政
務
調

査
費
の
交

付
の
方

法

六

前

条

第

二

項

第

一

号

又

は

第

三

号

に

掲

げ

る

政

務

調

査

費

の

交

付
の

方

法

を

用

い

る

会

派

に

あ

っ

て

は

、

そ

の

政

務

調

査

費

経

理

責

任

者

の

氏
名

七

前

条

第

二

項

第

三

号

に

掲

げ

る

政

務

調

査

費

の

交

付

の

方

法

を

用

い

る

会

派

に

あ

っ

て

は

、

同

号

に

規

定
す

る

区

分

さ

れ

た

会
派

に

交

付
す

る

部

分
の

額

及
び

当

該
会
派

の

所

属
議
員
に

交

付
す

る

部

分

の

額

第

四

条

第

三

項
中

「

解
散

し

た

」
を

「

解
散

そ

の
他

の

事

由

に

よ

り

消

滅

し
た

」

に

改

め

る

。

第

六

条

第

一
項
中

「

以

下

」

を

「

次

条

第

一

項

に

お

い
て

」

に

改

め

、
「

当

該

通

知
に

係
る

会
派

の

」
を

削
り

、
「

政

務

調

査

費

」

の

下

に

「
（

年

度

の

途

中

に

お

い

て

議

員

の

任

期

が

満

了

す

る

場

合

は

、

議

員

の

任

期

が

満

了

す

る

日

の

属
す

る

月

ま
で

の

政

務

調
査

費

）
」
を

、
「
代

表

者

」

の

下

に

「

又
は
そ

の
所
属
議

員

」
を

加
え

、

同
条

第

二
項
中

「

解

散

し

た

」
を
「

解
散

そ

の
他

の

事

由
に

よ

り

消

滅

し
た

」
に

、
「
、
代

表

者

」
を
「
、
そ

の

代

表

者

」
に
改

め

、
「
者

）
」

の

下

に

「

又

は

そ

の

所

属

議

員

（

そ

の

所

属

議

員

で

な

く

な

っ

た

者

が

い

る

と

き

は

、

そ

の

所

属
議

員
で

あ

っ

た

者

又

は
そ

の
相

続

人
を

含
む

。
）
」
を

加
え

る

。

第
七
条

第

一

項
中
「
代
表
者

」
の
下
に
「
又
は
そ
の

所
属
議

員

」
を

加
え

、
同
条

第

三

項

中
「
代

表

者

」
の
下
に
「
又

は

新

た

に

そ

の

所

属

議

員
と

な

っ

た

者

若

し

く

は

そ

の

所

属

議

員
で

な

く
な

っ

た

者

（

そ

の

所

属

議

員

の

死

亡

の

場

合

は

、

そ

の

相

続

人

。

第

二

号

に

お

い

て

同

じ

。
）
」

を

加

え

、
「

そ

の

異

動

が

議

員

数

の

減

少

の

場

合

は

減

少

し

た

議

員

数

に

応

じ

た

額

を

速
や

か

に

知

事

に

返

還

し

、

議

員

数

の

増

加

の

場

合

は

増

加

し

た

議

員

数

に

応

じ

た

額

を

知

事

に

請

求
す

る

も

の

と

す

る

」
を

「

次

の

各

号

に

掲

げ

る

場

合

の

区

分

に

応

じ

、

当

該

各

号

に

定

め

る

措

置

を

と

る

も

の
と

す

る

」
に

改

め

、

同

項

に

次

の

各

号

を

加

え

る

。



一

会

派

の

所

属

議

員

数

が

増

加

し

た

場

合

会

派

に

あ

っ

て

は

当

該

増

加

し

た

議

員

数

に

応

じ

た

額

、

新

た

に

そ

の

所

属

議

員
と

な

っ

た

者

に

あ

っ

て

は

そ

の

交

付

を

受

け

る

べ

き

額

を

速

や

か

に

知
事
に

請

求
す

る

こ

と

。

二

会

派

の

所

属

議

員

数

が

減

少

し

た

場

合

会

派

に

あ

っ

て

は

当

該
減

少

し

た

議

員

数

に

応

じ

た

額

、

そ

の

所

属

議

員

で

な

く
な

っ

た
者
に
あ

っ
て

は

そ

の

交
付
を
受

け

た

額

を

速
や

か

に

知

事

に

返

還
す

る
こ

と

。

第

七

条

第

四

項

中

「

解

散

し

た

と

き

」

を

「

解

散

そ

の

他

の

事

由

に

よ

り

消

滅

し

た

と

き

」

に

改

め

、
「

で

あ

っ

た

者

」

の

下

に

「

又

は

そ

の

所

属

議

員

で

あ

っ

た

者

」

を

加

え

、
「

解

散

し

た

日

」

を

「

会

派

が

消

滅

し

た

日

」

に

改

め

る

。第

八
条
第

一
項
中

「

会
派

」

の

下

に

「

又

は

そ

の

所

属
議
員

」
を

加

え

る

。

第

九

条

の

見

出

し

を

「
（

収

支

報

告

書

等

）
」

に

改

め

、

同

条

第

一

項

中

「

代

表

者

」

の

下

に

「

又

は

そ

の

所

属

議

員

」

を

、
「

以

下

」

の

下

に

「

こ

の

項

及

び

第

三

項

に

お

い

て

」

を

、
「

と

い

う

。
）
」

の

下

に

「

並

び

に

当

該

収

支

報

告

書

に

記

載

さ

れ

た

政

務

調

査

費

の

支

出

に

係

る

領

収

書

そ

の

他

の

支

出

を

証

す

べ

き

書

面

の
写

し

（

以

下

「

収

支

報

告
書
等

」
と

い
う

。
）
」
を

加
え

、

同
条

第

二

項

中

「

解

散

し

た

と

き

は

、

そ

の

代

表

者

で

あ

っ

た

者

は

、

解
散
し

た

」

を

「

解

散

そ

の

他

の

事

由

に

よ

り

消

滅

し

た

と

き

、

又

は

そ

の

所

属

議

員
が

任

期

満

了

、

辞

職

、

失

職

、

死

亡

、

除

名

若

し

く

は

議

会

の

解

散

に

よ

り

そ

の

所

属

議

員

で

な

く
な

っ

た

と

き

は

、

当

該

会

派

の

代

表

者
で

あ

っ

た

者

又

は

そ

の

所

属

議

員

で

あ

っ

た

者

（

そ

の

所

属

議

員

の

死

亡

の

場

合

は

、

そ

の

相

続

人

）

は

、

当

該

会

派

が

消

滅

し

、

又

は

そ

の

所

属

議

員

で

な

く

な

っ

た

」

に

、
「

収

支

報

告

書

を

」

を

「

収

支

報

告

書

等

を

、

そ

の

日

の

翌

日

か

ら

起

算

し

て

」

に

改

め

る

。

第

十
条

中

「

収

支

報

告

書

」
を

「

収

支

報

告

書
等

」
に

改
め
る

。

第

十

一

条

中

「

知

事

は

、

会

派

が

」

を

「

会

派

の

代

表

者

又

は

そ

の

所

属

議

員

は

、
」

に

改

め

、
「

当

該

会

派

が

」

及

び

「

、

当

該

会

派

に

対

し

」

を

削

り

、
「

の

返

還

を

命

ず

る

こ

と

が

で

き

る

」

を

「

を

知

事

に

返

還

し

な

け

れ

ば

な

ら
な

い

」

に

改

め

る

。

第

十

二

条

の

見

出

し

を

「
（

収

支

報

告

書

等

の

保

存

）
」

に

改

め

、

同

条

第

一

項

中

「

収

支

報

告

書

」

を

「

収

支

報

告
書
等

」
に
改

め

、

同
条
第
二

項
を

削

る

。



附

則

１

こ

の

条

例

は

、

平

成

二

十

一

年

四

月

一
日
か
ら

施

行
す

る

。

２

改

正

後

の

石

川

県

政

務

調

査

費

の

交

付

に

関
す

る

条

例

の

規

定

は

、
こ

の

条

例

の

施

行

の

日

以

後

に

交

付

す

る

政

務

調

査

費

に

つ

い

て

適

用

し

、

同

日

前

に

交

付

し

た

政

務

調

査
費
に
つ
い
て

は

、
な

お
従
前

の
例
に
よ

る

。



議 会 議 案 第 ２ 号

石 川 県 議 会 議 員 政 治 倫 理 要 綱

石 川 県 議 会 議 員 政 治 倫 理 要 綱 （ 平 成 15年 ２ 月 24日 議 決 ） の 全 部 を

改 正 す る 。

（ 目 的 ）

第 １ こ の 要 綱 は 、 議 会 政 治 の 根 幹 を な す 政 治 倫 理 の 確 立 の た め 、

石 川 県 議 会 議 員 （ 以 下 「 議 員 」 と い う 。 ） の 責 務 と 規 範 を 定 め る

こ と に よ り 、 石 川 県 議 会 （ 以 下 「 議 会 」 と い う 。 ） の 権 威 と 名 誉

を 守 り 、 県 民 の 厳 粛 な 信 託 に こ た え 、 も っ て 、 清 潔 で 民 主 的 な 県

政 の 発 展 に 寄 与 す る こ と を 目 的 と す る 。

（ 責 務 ）

第 ２ 議 員 は 、 県 民 の 負 託 に こ た え る た め 、 絶 え ず 県 民 全 体 の 福 祉

の 向 上 の た め に 行 動 し な け れ ば な ら な い 。

２ 議 員 は 、 高 い 倫 理 的 義 務 が 課 せ ら れ て い る こ と を 自 覚 し て 、 自

ら の 行 動 を 厳 し く 律 す る と と も に 、 県 民 の 代 表 と し て 良 心 及 び 責

任 感 を 持 っ て 、 議 員 の 品 位 を 保 持 し 、 識 見 を 養 う よ う 努 め な け れ

ば な ら な い 。

３ 議 員 は 、 政 治 倫 理 に 関 し 、 政 治 的 又 は 道 義 的 批 判 を 受 け た と き

は 、 真 摯 か つ 誠 実 に 事 実 を 解 明 し 、 そ の 責 任 を 自 ら 進 ん で 明 確 に

し な け れ ば な ら な い 。

（ 行 為 規 範 ）

第 ３ 議 員 は 、 次 に 掲 げ る 事 項 を 遵 守 し て 行 動 し な け れ ば な ら な い 。

(1) 議 員 は 、 公 正 を 疑 わ れ る よ う な 金 品 の 授 受 を し て は な ら な い 。

(2) 議 員 及 び 議 員 の 資 金 管 理 団 体 （ 後 援 団 体 を 含 む 。 ） は 、 政 治

的 ・ 道 義 的 批 判 を 受 け る よ う な 政 治 活 動 に 関 す る 寄 附 を 受 け て

は な ら な い 。

(3) 議 員 は 、 自 己 や 特 定 の 者 の 利 益 を 図 る こ と を 目 的 と し て 、 国

若 し く は 地 方 公 共 団 体 が 締 結 す る 売 買 、 貸 借 、 請 負 そ の 他 の 契

約 に 関 し 、 働 き か け を し て は な ら な い 。

(4) 議 員 は 、 国 若 し く は 地 方 公 共 団 体 の 公 務 員 又 は 関 係 団 体 （ 指

定 管 理 者 を 含 む 。 ） の 役 員 若 し く は 職 員 に 対 し 、 公 正 な 職 務 の

執 行 を 妨 げ る 等 の 働 き か け を し て は な ら な い 。

２ こ の 行 為 規 範 の 細 部 に つ い て は 、 別 途 運 用 規 程 で 定 め る 。

（ 措 置 ）

第 ４ こ の 要 綱 の 規 定 に 違 反 し 、 政 治 的 ・ 道 義 的 に 責 任 が あ る と 認

め ら れ る 議 員 に 対 し て は 、 次 に 掲 げ る 措 置 を と る こ と が で き る 。

(1) 議 員 辞 職 の 勧 告

(2) 議 会 に お け る 役 職 辞 任 の 勧 告

(3) 議 会 の 会 議 へ の 出 席 自 粛 の 勧 告

(4) そ の 他 必 要 な 措 置

（ 運 用 ）

第 ５ こ の 要 綱 の 運 用 に つ い て は 、 議 会 運 営 委 員 会 が 当 た る 。

附 則

こ の 要 綱 は 、 石 川 県 議 会 に お い て 議 決 さ れ た 日 か ら 施 行 す る 。



議会議案第３号

緊急雇用対策と労働法制の抜本的な改正を求める意見書

世界を襲っている百年に一度とも言われる金融危機は、実体経済にも深刻な

影響を及ぼしている。とりわけ、非正規雇用者を中心に雇用の状況は悪化し、

大量の失業者の発生が憂慮されている。

この間の規制緩和の流れの中で、労働法制は改定を繰り返し、働き方の安定

しない非正規雇用者を増加させ続けてきた。現在のような不況下にあっては、

このような働き方を余儀なくされている者にそのしわ寄せが集中してくること

は容易に予想されたことである。

政府は、より安定した働き方ができる社会をめざすべきである。そして、緊

急には、離職者の住居など生活安定の確保、円滑な再就職、職業訓練の実施な

ど、必要な支援に積極的かつ全力で取り組むべきである。

また、企業は安易な解雇や内定取り消しに走ることなく、雇用の維持・確保

に全力で取り組み、政府は企業に対し、雇用維持のための十分な支援を行うべ

きである。

よって、国におかれては、下記の事項を早急に実行されるよう強く要望する。

記

１ 非正規労働者の生活安定と保護のため、関連法の改正を行うこと。

２ 雇用調整助成金の拡充、採用内定取り消しの規制、障害者雇用対策の強化

など失業予防対策の強化を図ること。

３ 雇用保険制度の要件緩和や新たな就労・生活支援制度を創設するなど、働

く者のセーフティネットの強化を図ること。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

平成21年３月19日

衆 議 院 議 長

参 議 院 議 長

内 閣 総 理 大 臣

総 務 大 臣 あて

財 務 大 臣

厚 生 労 働 大 臣

内 閣 官 房 長 官

石 川 県 議 会



議会議案第４号

看護職の資質向上対策の充実を求める意見書

最近の医療技術の進歩や国民のニーズの変化に伴い、看護職の役割は多様化

し、看護の基盤となるべき知識や技術、能力は飛躍的に拡大している。しかし

ながら、資質向上の要となる看護師の基礎教育年限は、戦後から60年来、３年

間とされたまま変わっていない。

また、医療安全の推進や看護実践能力の確保を図るためには、臨床研修の制

度化が必須であり、現在、国が進めているモデル事業導入への現場の二一ズは

極めて高い。

よって、国におかれては、看護職の資質向上のため、下記の施策を積極的に

講じるよう強く要望する。

記

１ 看護師基礎教育４年制化の強力な推進

２ 新人看護師臨床研修制度の推進

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

平成21年３月19日

衆 議 院 議 長

参 議 院 議 長

内 閣 総 理 大 臣

総 務 大 臣 あて

文 部 科 学 大 臣

厚 生 労 働 大 臣

内 閣 官 房 長 官

石 川 県 議 会



議会議案第５号

未就業看護職員の現況把握等を求める意見書

少子・高齢化の進展、医療技術の高度化・専門化、医療ニーズの多様化など、

我が国の医療・看護を取り巻く環境は大きく変化しており、幅広い役割を担う

看護職員の需要が高まっている。

こうした中、結婚や育児等の理由により離職する看護職員も多く、看護職員

の不足解消が地域医療サービス向上の課題の一つとなっている。また、少子化

などの影響により新人看護職員の確保が厳しい状況となる中、離職した未就業

看護職員の再就業の促進は即戦力として大いに期待されるところである。

しかしながら、保健師助産師看護師法第33条の規定では、看護職員である保

健師・助産師・看護師又は准看護師は、厚生労働省令に基づき、２年毎に氏名

・住所その他厚生労働省令で定める事項を都道府県知事に届け出ることになっ

ているが、業務に従事する者のみが対象であり、未就業看護職員は届出対象外

であることから、未就業看護職員の現況把握が困難で、再就業促進の妨げとな

っているのが現状である。

よって、国におかれては、国民が良質で安心・信頼できる医療を地域におい

て継続して受けることができるよう、下記の事項の実現を強く要望する。

記

１ 未就業看護職員の再就業支援を効果的なものとするため、法律で定めてい

る業務従事者届出調査の対象範囲を医師・歯科医師・薬剤師と同様に業務従

事者から免許取得者にまで拡大するなど、未就業看護職員の現況把握を行う

とともに、再就業促進に活用できるような方策を講じること。

２ 看護職員確保に関する施策に積極的に取り組むため、都道府県が単独で実

施している未就業看護職員に対する臨床研修等、再就職支援対策に対し十分

な財政措置を講ずること。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

平成21年３月19日

衆 議 院 議 長

参 議 院 議 長

内 閣 総 理 大 臣

総 務 大 臣 あて

財 務 大 臣

厚 生 労 働 大 臣

内 閣 官 房 長 官

石 川 県 議 会



議会議案第６号

森林整備法人の経営改善に関する意見書

森林整備法人は、国の拡大造林政策を推進するため、都道府県が中心となっ

て設立され、分収林特別措置法に基づく分収林事業を株式会社日本政策金融公

庫（旧農林漁業金融公庫）等の制度資金を利用し展開してきた。その結果、水

源かん養や国土保全、二酸化炭素の吸収など森林のもつ多面的機能が発揮され、

国民の豊かで安心・安全な暮らしを支える上で、重要な役割を果たしてきたと

ころである。

本県においても、昭和41年に財団法人石川県林業公社が設立され、約14,000

haの分収契約方式による造林を実施し、山村地域の振興や地域住民の雇用機会

の創出、森林の有する公益的機能の維持増進に寄与してきたところである。

しかしながら、法人経営は、その後の植林、保育等のコストの上昇や木材価

格の低迷による事業の採算の悪化、長期債務残高の増嵩などにより、極めて厳

しい状況に至るとともに、法人の債務に対し損失補償を行ってきた都道府県の

財政運営にも大きな影響を及ぼすこととなっており、分収林事業の抜本的見直

しや累積債務の整理、持続可能な事業への再構築が喫緊の課題となっている。

昨年11月には、総務省、林野庁及び地方公共団体で構成される検討会が設置

され、森林整備法人の経営対策やこれを踏まえた今後の森林整備のあり方につ

いて検討を進めているところである。

よって、国におかれては、森林整備法人が抱える問題を早期に解決するため、

国有林野事業の累積債務処理を行った経緯を踏まえ、下記に掲げる制度を創設

し、抜本的な対策を講じるよう強く要望する。

記

１ 森林整備法人の債務圧縮と将来にわたる利子負担軽減のための新たな金融

支援制度を創設すること。

２ 森林整備法人の経営支援を行う都道府県に対する財政負担軽減のための地

方財政措置制度を拡充すること。

３ 森林整備法人の既往債務が経営を圧迫していることから、都道府県が森林

整備法人へ長期貸付が可能となる起債の発行を認めること。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

平成21年３月19日

衆 議 院 議 長

参 議 院 議 長

内 閣 総 理 大 臣

総 務 大 臣 あて

財 務 大 臣

農 林 水 産 大 臣

内 閣 官 房 長 官

石 川 県 議 会



議会議案第７号

地方分権改革の推進を求める意見書

現在、検討が進められている第２期の地方分権改革は、国と地方の役割分担

を一から見直し、簡素で効率的な行政システムへと再構築しようとするもので

あり、「国と地方の二重行政」を排除する観点から、国の関与や出先機関の抜

本的な見直しを行い、権限と責任、それに見合う財源を有した新たな地方政府

が確立されなければならない。

こうした中、昨年12月８日、地方分権改革推進委員会は政府に対し第２次勧

告を提出した。この勧告においては、「義務付け・枠付けの見直しと条例制定

権の拡大」が盛り込まれ、国の過剰な関与について見直しの方向性が示される

など、地方分権の推進に向けた一定の前進が見られるところである。

一方で、「国の出先機関の見直しと地方の役割の拡大」については、これま

で検討されてきた出先機関の所掌事務の多くについて明確な分権の方向性が示

されておらず、地方分権改革の推進や二重行政の解消といった観点からは、十

分でないと指摘せざるを得ない。

とりわけ、現在の省庁ごとの出先機関を統合し、新たに設置する「地方振興

局（仮称）」と「地方工務局（仮称）」については、今後の地方への権限移譲が

進まなければ、国の出先機関の強化につながり、むしろ地方分権改革に逆行す

るのではないかと強く危惧される内容となっている。

今後、地方分権改革の推進や二重行政の解消を進めるためには、第２次勧告

に示された国の義務付け・枠付けの見直しを推進するための施策を具体化して

実効あるものとするとともに、国から地方への権限移譲を積極的に進めること、

あわせて、権限移譲に伴う財源や人材について具体的かつ明確に示すことが必

要である。

よって、国におかれては、さらなる権限移譲を進め、真の地方分権改革の実

現に向け強力に改革を実行されるよう強く要望する。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

平成21年３月19日

衆 議 院 議 長

参 議 院 議 長

内 閣 総 理 大 臣
あて

総 務 大 臣

財 務 大 臣

内 閣 官 房 長 官

石 川 県 議 会



議会議案第８号

今後の保育制度の検討に係る意見書

保育制度を含む次世代育成支援のあり方については、規制改革会議の逐次に

わたる答申などを受けて社会保障審議会少子化対策特別部会における議論が進

められており、本年度中にも報告書がまとめられるところである。

すでに、昨年５月には、社会保障審議会少子化対策特別部会において「基本

的考え方」が示されているところであるが、現在、議論されている項目の中に

は、今後の財源の確保や保育要件の見直し、参入のあり方など保育行政の根幹

に関わる問題や、市場原理に基づく直接契約・バウチャー方式の検討など、今

日まで保育所が担ってきた子どもの発達の保障機能が揺るぎかねない問題も提

起されている。

よって、国におかれては、今後の保育行政のあり方の検討に当たっては、下

記の事項を十分踏まえて検討を行うよう強く要望する。

記

１ 今日までの保育制度が果たしてきた役割を踏まえ、今後のあり方の検討に

当たっては、実施責任を持つ現場の自治体及び保育団体との意見交換を十分

行い、理解を得ながら進めること。

２ 新たな保育の仕組みを検討する場合、「子どもの最善の権利を守る」観点

から、量の確保以上に質の担保が必要不可欠である点を踏まえること。

３ 保育需要の飛躍的増大、多様化が予想される中で、次世代育成支援策を拡

充するための安定した財源を確保すること。

４ 今後の利用促進を図るため保育料の負担軽減について検討すること。また、

安易に負担金の徴収を現場の保育所に委ねることがないよう配慮すること。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

平成21年３月19日

衆 議 院 議 長

参 議 院 議 長

内 閣 総 理 大 臣

総 務 大 臣 あて

財 務 大 臣

厚 生 労 働 大 臣

内 閣 官 房 長 官

石 川 県 議 会



議会議案第９号

国籍法改正に関する意見書

本年１月１日、改正国籍法が施行された。今回の改正は、婚姻関係のない日

本人の父と外国人の母の間に生まれた子に対する日本国籍の取得を認めていな

かった改正前の国籍法の規定は一部違憲であるとの最高裁判所判決を受けたも

のであり、父母が婚姻をしていない場合における認知された子にも、届け出に

よる日本の国籍の取得を可能としたものである。

しかしながら、今回の改正については、認知が真正なものであることを確認

するための万全の調査や、父子関係の科学的な確認方法を導入することの要否

についての検討を行うことなど、適正な施行に向け国会で附帯決議が行われた

ほか、国民の間でも偽装認知の防止などをめぐり懸念する声がある。

偽装認知の発生は、我が国が批准する「児童の権利条約」に掲げられた国籍

を取得する権利はもとより、子どもたちの未来を損ない、さらには、人権立国

や我が国の根幹をも揺るがしかねない可能性をはらむものである。

よって、国におかれては、改正国籍法の趣旨を踏まえ、偽装認知の防止など

厳格な制度の運用に万全を期すよう強く要望する。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

平成21年３月19日

衆 議 院 議 長

参 議 院 議 長

内 閣 総 理 大 臣
あて

総 務 大 臣

法 務 大 臣

内 閣 官 房 長 官

石 川 県 議 会



議会議案第10号

「緑の社会」への構造改革を求める意見書

100年に一度といわれる経済危機の打開策として、各国政府は今、環境・エ
ネルギー分野への巨額の集中投資と、それによる雇用創出をめざす、いわゆる
「グリーン・ニューディール」を選択し始めている。米国のオバマ大統領が提
唱し、ドイツ、イギリス、韓国なども矢継ぎ早に独自策を打ち出した。世界同
時不況の様相を呈するなかで、各国は経済危機を脱する道として「環境」を選
んだといえる。

こうした世界的な動きの中で、日本政府も環境分野を経済成長のけん引役と
する「日本版グリーン・ニューディール」をまとめる方針を固め、具体化に着
手した。

我が国は環境分野で最先端の技術を持っており、それを活かすことによる大
きな経済効果や雇用創出が期待されている。また、環境保全と経済発展を結び
つけ両立させることは、持続可能な社会を構築していく上でも極めて重要であ
る。経済危機の今こそ、「緑の社会」へと大転換するチャンスととらえ、「日本
版グリーン・ニューディール」を推進すべきである。そして、我が国が諸外国
に先駆けて不況を克服し、低炭素社会・循環型社会・自然共生社会のモデルと
なるような社会を示すべきである。

よって、国におかれては、環境分野へ大胆に投資し、需要を喚起することで
産業を振興し雇用を創出するなど、下記の事項を実現されるよう強く要望する。

記
１ 日本が誇る環境技術を駆使し、環境産業の活性化を促すこと。そのために

３年間で10兆円規模の投資を行い、今後５年間で100兆円の市場規模、200万
人超の雇用を実現すること。

２ 太陽光発電などの再生エネルギーの１次エネルギー構成率の向上を目指
し、特に太陽光発電については、2020年までに10倍とする政府の導入量目標
の前倒しを検討し、全小中学校への設置など大胆な取り組みを実施すること。

３ 電気自動車、プラグイン・ハイブリッド車など次世代自動車の普及を急ぎ、
５年後に100万台、2020年に新車販売の70％超を目指すとともに、温室効果
ガス排出削減に資する観点から公共交通機関の活性化に対する支援を大幅に
拡充すること。

４ 省エネ住宅・ビル等の建設を大規模に促進するとともに、環境モデル都市
の対象都市を拡大するなど、国の支援をさらに拡充すること。

５ 森林吸収量の目標として掲げる温室効果ガス排出削減3.8％の実現に向け
て、林業と建設業の協働も行いつつ、間伐・植林などの森林整備を進めるこ
と。さらに、これらにより林業、造園・建設業などの関連業種で新たな雇用
を創出すること。

６ バイオ燃料事業を拡大強化し、その利活用によって地域の特性を生かした
活性化を図り、バイオマスタウン300地区を早期に実現すること。

７ エコポイント事業（温暖化対策行動等に対してポイントを発行するもの）
を拡充させるなど、国民生活部門における温室効果ガス排出削減のための活
動を支援すること。
以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

平成21年３月19日

衆 議 院 議 長
参 議 院 議 長
内 閣 総 理 大 臣
総 務 大 臣
財 務 大 臣
文 部 科 学 大 臣

あて厚 生 労 働 大 臣
農 林 水 産 大 臣
経 済 産 業 大 臣
国 土 交 通 大 臣
環 境 大 臣
内 閣 官 房 長 官

石 川 県 議 会



議会議案第１１号

障害者自立支援法の見直しを求める意見書

平成18年に施行された障害者自立支援法については、法の円滑な運用のため

の特別対策や、平成19年12月にまとめられた与党・障害者自立支援に関するプ

ロジェクトチーム報告書に基づく利用者負担の見直しなどの緊急措置も取られ

てきたところである。

その上で、現在、政府・与党において、法施行３年後の抜本的見直しに向け

て検討が進められており、その中では、見直しの全体像や介護保険制度との関

連、利用者負担のあり方などが議論されている。

よって、国におかれては、障害者自立支援法施行に伴い、利用者負担などに

係る今日まで障害者団体等から寄せられた厳しい声などを十分に踏まえ、下記

の事項について適切な見直しを行うよう強く要望する。

記

１ 障害者自立支援法の見直しに当たっては、介護保険制度との統合を前提と

せず、あくまでも障害者施策としてのあるべき仕組みを検討すること。

２ 最大の問題となっている利用者負担については、これまでの特別対策や緊

急措置によって改善されている現行の負担水準の継続は当然として、これま

での経緯を十分に踏まえ、新たな利用者負担の考え方に基づき、法の規定を

見直すこと。

３ 新施設体系への移行が円滑に進まない状況を踏まえ、施設利用要件の抜本

的な見直しを行うこと。

４ 障害者の範囲について、発達障害や高次脳機能障害が障害者自立支援法の

対象となることを明確化し、障害程度区分についても、身体、精神、知的、

発達障害などの障害特性を反映するものとなるよう見直しを行うこと。

５ 地域生活支援事業について、障害者が地域で暮らすために不可欠な事業は、

自立支援給付とし、移動支援やコミュニケーション支援の充実を図ること。

６ 福祉的就労分野での利用者の負担解消について、関連施策との関係を含め

議論を深めること。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

平成21年３月19日

衆 議 院 議 長

参 議 院 議 長

内 閣 総 理 大 臣
あて

総 務 大 臣

厚 生 労 働 大 臣

内 閣 官 房 長 官

石 川 県 議 会



議会議案第12号

2016年オリンピック競技大会並びにパラリンピック競技大会の

東京招致に関する決議

オリンピックは、民族や文化の違いを越えて世界の国々が競い合い、称え合

い、世界中の人々に感動と希望を伝えるスポーツの祭典であり、さらには世界

平和を希求する人類の祭典でもある。

1964年の東京オリンピック開催から約半世紀を経て、東京都は再び、夏季オ

リンピック競技大会並びにパラリンピック競技大会の開催を目指している。

昨年６月４日の国際オリンピック委員会理事会においては、安全面、環境、

インフラなどの点が高く評価され、総合評価１位で立候補都市として承認され

たところである。しかし一方で、国内のオリンピック招致機運の盛り上げに対

する評価については、あまり振るわないという結果であった。

我が国を舞台に、世界のトップアスリートが技と力を競い合う姿は、未来を

担う子どもたちに夢と希望を与え、スポーツを通じた青少年の健やかな成長を

促すことになる。また、我が国がこれまで培ってきた伝統や文化、先端技術を

世界に発信するまたとない機会である。

人口減少時代における地域戦略として交流人口の拡大を県政の大きな柱の一

つとし、平成15年に５万人であった県内外国人宿泊者数を平成26年までに50万

人とする「海外誘客10倍増構想」を掲げる本県にとっても、これらの競技大会

の開催決定は、世界に石川県をＰＲする大きな契機として意義深いものである。

よって、本県議会は、2016年オリンピック競技大会並びにパラリンピック競

技大会の日本開催を心から希望するとともに、東京都の招致活動を全面的に支

援、協力するものである。

以上、決議する。

平成21年３月19日

石 川 県 議 会


